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米国雇用動向（The Employment Situation）

失業率 非農業部門雇用者数 時間当たり賃金 労働 労働投入量

製造業 建設業 サービス関連業 時間

小売業 ｻｰﾋﾞｽ 政府

前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月差 前月比 前年比 前月比 年率※

四 15.1Q 5.5 190 8 23 171 29 109 5 0.8 2.2 33.8 0.6 2.5

半 15.2Q 5.4 251 2 18 243 25 181 10 0.6 2.2 33.6 0.3 1.3

期 15.3Q 5.1 192 ▲5 8 199 14 146 15 0.6 2.3 33.7 0.7 2.7

15.4Q 5.0 282 4 49 239 27 183 1 0.6 2.5 33.7 0.4 1.7

16.1Q 4.9 196 ▲9 23 197 54 114 14 0.6 2.4 33.7 0.4 1.7

16.2Q 4.9 146 ▲1 ▲10 167 7 120 18 0.7 2.5 33.6 0.2 0.8

16.3Q 4.9 192 ▲9 11 192 19 134 14 0.6 2.6 33.6 0.3 1.3

月 1601 4.9 168 18 18 144 67 55 13 0.5 2.5 33.7 0.4 2.6

次 1602 4.9 233 ▲16 13 253 52 178 11 0.0 2.4 33.7 ▲0.4 2.6

1603 5.0 186 ▲29 37 193 42 109 19 0.2 2.3 33.6 0.1 1.7

1604 5.0 144 5 ▲6 156 ▲2 122 ▲3 0.3 2.5 33.6 0.2 0.4

1605 4.7 24 ▲17 ▲18 69 0 32 25 0.2 2.5 33.6 0.0 0.4

1606 4.9 271 8 ▲6 276 22 207 33 0.1 2.6 33.6 0.2 0.8

1607 4.9 252 2 16 238 13 161 31 0.4 2.7 33.7 0.2 1.4

1608 4.9 167 ▲16 ▲5 192 21 113 23 0.1 2.4 33.5 ▲0.2 1.3

1609 5.0 156 ▲13 23 146 22 127 ▲11 0.2 2.6 33.5 0.4 1.3
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16年９月の非農業部門雇用者数（季節調整済み、事業所調査）は、前月差＋156千人

（前月同＋167千人）と小幅鈍化し、市場予想中央値の前月差＋172千人（筆者予想同

＋186千人）を下回ったうえ、７、８月合計で７千人下方改定された。民間部門の雇用

者数が前月差＋167千人（前月同＋144千人）と加速した一方、政府部門が減少した。

もっとも、非農業部門雇用者数の前月差＋156千人や民間部門の前月差＋167千人の増

加ペースは雇用の堅調さを示している。 

 

９月の民間部門の業種別動向をみると、運輸・倉庫業、社会扶助サービス業、芸

術・娯楽・レクリエーションが減少に転じたほか、金融・保険、教育サービスが鈍化

した。一方で、建設業、情報、宿泊施設が増加に転じたうえ、小売業、不動産・賃

貸・リース、専門・技術サービス、ヘルスケア関連、飲食サービス、会員制クラブな

どを含むその他サービスなどが加速した。ドル高の影響で製造業は減少したが、製造

業の影響を受け易い派遣業が増加に転じており、調整の進展による影響がみられる。

また、石油・ガス掘削の増加を背景に鉱業は横ばいとなった。 

 

単月で振れの大きい雇用者数の基調をみると、３ヵ月移動平均（７、８、９月）で

非農業部門雇用者数が前月差＋192千人（前月同＋230千人）、民間部門雇用者数が同

＋177千人（前月同＋201千人）と減速した。また、より一時的な変動の影響を排除で

きる６ヵ月移動平均の非農業部門雇用者数（16年４月－16年９月）は前月差＋169千人

（前月同＋174千人）と完全雇用に近づくなかで、雇用の増加ペースは以前より鈍化し

非農業部門雇用者数非農業部門雇用者数非農業部門雇用者数非農業部門雇用者数はははは

前月差＋前月差＋前月差＋前月差＋156156156156 千人千人千人千人とととと鈍鈍鈍鈍

化も堅調な化も堅調な化も堅調な化も堅調な伸び伸び伸び伸び    

雇用の基調は雇用の基調は雇用の基調は雇用の基調は景気拡大景気拡大景気拡大景気拡大

の長期化に伴い緩やかの長期化に伴い緩やかの長期化に伴い緩やかの長期化に伴い緩やか

に鈍化に鈍化に鈍化に鈍化しているがしているがしているがしているが堅調堅調堅調堅調

さを維持さを維持さを維持さを維持    

建設業、宿泊施設が増建設業、宿泊施設が増建設業、宿泊施設が増建設業、宿泊施設が増

加に転じたほか、飲食加に転じたほか、飲食加に転じたほか、飲食加に転じたほか、飲食

サービス、ヘルスケアサービス、ヘルスケアサービス、ヘルスケアサービス、ヘルスケア

関連等が加速した関連等が加速した関連等が加速した関連等が加速した    
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（％） 米雇用の質

広義の失業率(U6)と失業率(U3)の差

広義の失業率（U6)

失業率（U3）

(注）U6：通常の失業者に加えて、正規雇用を探しているがパートタイ

ムで働いている人や過去１年間に求職活動を行った人を失業者として

(出所）米労働

省
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(図表）米国非農業部門雇用者数（前月差）（千人）

（出所）米労働省データより作成

ているものの、良好な国内需要を背景に堅調さを保っていると判断される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９月の失業率（Ｕ３、家計調査）は、労働参加率が62.93％（８月62.82％）と上昇

したことで5.0％（前月4.9％）と市場予想中央値の4.9％（筆者予想4.9％）を上回っ

たが、完全雇用といわれている水準を維持した。仮に労働参加率が前月と変わってい

なければ、失業率は4.8％に低下していた。広義の失業率（Ｕ６）は9.7％（前月9.7％）

と変わらずとなったが、緩やかな改善傾向にある。また、就業率が59.81％（前月

59.72％）と上昇したほか、失業者全体に占める長期失業者の割合は24.9％（前月

26.1％）と低下するなど（前回ピーク23.6％）、雇用の質は緩やかに改善。さらに、

自発的失業率が11.2％（前月11.3％）と小幅低下したものの、高い水準を維持してお

り、雇用環境が良好なことを示している。 

以上のように、米国では景気拡大が長期化するなかで、ドル高による金融環境の引

き締まり、世界経済の減速等の影響を受けながらも、堅調な国内需要を背景に、雇用

情勢は良好なままである。このような中で、労働力人口の増加ペースが速まっている

ことから、労働市場のスラックがこれまでの想定以上に残存しているとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

失業率は職探しを始め失業率は職探しを始め失業率は職探しを始め失業率は職探しを始め

た人の増加する中でた人の増加する中でた人の増加する中でた人の増加する中で小小小小

幅幅幅幅上昇も上昇も上昇も上昇も低い水準にと低い水準にと低い水準にと低い水準にと

どまっどまっどまっどまっているているているている    
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（図表）労働参加率と就業率の推移
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（出所）米労働省

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平均時給は、前月比で＋0.2％（前月＋0.1％）と加速し、前年比でも＋2.6％と前月

の＋2.4％から加速した（市場予想中央値＋2.6％、筆者予想＋2.6％）。過去と比較し

て広義の失業率が引き続き高い水準にとどまっているほか、参加率・就業率の水準が

低いなど、質の面で依然改善余地が残されており、雇用情勢は失業率（Ｕ３）が前回

5.0％だったときほど健全ではないと判断される。このため、賃金上昇率はＦＲＢの期

待ほど加速していないものの、労働需給の改善を背景に徐々に高まっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者数など予想を下振れたが、ＦＦ先物が示す年内の利上げの可能性は65％と大

きな変化はみられなかった。ＦＲＢは、景気・雇用の堅調さから、利上げの根拠が強

まったとの判断を維持するだろう。しかし、労働力人口の増加ペースが速まるなど労

働市場に依然スラックが残存しているほか、経済に過熱感がなく、インフレ率は２％

を下回ったままであり、９月に利上げを見送ったファンダメンタルズに変化はみられ

ない。さらに、世界に混乱を招く可能性のある米大統領の誕生を金融市場が警戒して

いることから、ＦＲＢは11月も利上げを見送ると予想される。 

 

９月に、賃金が前月比＋0.2％と加速したうえ、労働投入量が前月比＋0.4％（前月

▲0.2％）と加速したことから、給与所得は前月比で増加するとみられる。また、消費

者マインドの大幅な改善もあり、９月の個人消費は加速すると予想される。 

９９９９月の個人消費は月の個人消費は月の個人消費は月の個人消費は加速加速加速加速

するするするする見込み見込み見込み見込み    

11111111 月月月月のののの利上げ利上げ利上げ利上げは回避すは回避すは回避すは回避す

るるるる公算公算公算公算    

賃金の緩やかな伸びが賃金の緩やかな伸びが賃金の緩やかな伸びが賃金の緩やかな伸びが

継続継続継続継続    


